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Substance flow analysis (SFA) of indium has been conducted in this study. The purpose of this study is to identify the
relevant issues for the development of an efficient indium recycling system by performing SFA of indium supplied for ITO
processing as transparent electrodes, which accounts for 86.9 of the total indium demand. In this study, as part of the develop-
ment of substance and material flow data, (1) data on the flow of indium was collected and reviewed, (2) the amount of dissipated
indium associated with the production of flatpanel displays (FPDs) were estimated and (3) its environmental impact was also
assessed.

The major conclusions are (a) 470 tIn is used in ITO for transparent electrodes, out of which 220 tIn is dissipated or poten-
tially dissipated in Japan, and (b) 220 tIn of dissipated indium is equivalent to 11.4 TJ of energy consumption, 0.5×103 t of CO2

emissions, and 1.0×106 t of Total Materials Requirement (TMR).
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1. 緒 言

日本は，レアメタル資源の大部分を海外に依存している．

高品位・高付加価値製品を製造している日本の『もの作り産

業』において，このレアメタル資源は必須の原料である．日

本の産業を発展させていくためにも，レアメタル資源の安定

供給は最重要課題である．日本では，これらの背景を受け

て，レアメタル 7 鉱種(Ni, Cr, W, Co, Mo, Mn, V)の国家備

蓄1)が実施されている．また，現在，将来の国家備蓄の検討

対象として，インジウム(In)を含めた 7 鉱種(Pt, Nb, Sr, RE

(希土類)，Ta, Ga, In)が注視 7 鉱種として取り上げられて

いる．

しかしながら，物質循環や資源戦略を考える上で必要不可

欠なレアメタルの需給およびマテリアルフローは，国家統計

では，経済産業省の鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計年報2)に

僅かに記されているのみで，十分な情報は得られない．これ

らを補完するため独石油天然ガス・金属鉱物機構(Japan Oil,

Gas and Metals National Corporation: JOGMEC)，社特殊金

属備蓄協会(Rare Metal Association: RMA)および大学・研

究機関において積極的な物質フロー分析(Material flow anal-

ysis: MFA/Substance flow analysis: SFA)35)が実施されて

いる．MFA/SFA は，物質フローの把握と管理のための手

法として，国際的に注目を浴びている手法である．世界的に

は，Brunner は MFA の歴史と展望を解説6)している．また，

Gradel らは新たなる MFA 手法7,8)を提案しており，Wup-

pertal 研究所では，材料の使用に伴う資源フローの推計9)を

実施している．本研究では，物質・材料フローデータ整備の

一環として，インジウムを取り上げ，マテリアルフローデー

タの整備および解析を実施する．

インジウムは，地殻濃度 0.049 ppm の金属であり，亜

鉛・鉛鉱石，錫鉱石などの副生産物として生産されている．

このインジウムの生産プロセスに関しては，Alfantazi and

Moskalyk10) がまとめている．インジウムは，主に透明電極

用 ITO(Indium Tin Oxide)膜に利用されている機能材料で

あり，近年，需要が急速に増加している．インジウムの地殻

における元素存在度順位は 66 位であり，超稀少元素に分

類11)されている．効率的な資源利用が求められる元素の 1

つである．インジウムを産出する世界最大級の鉱山は，日本

の豊羽鉱山(約 70 t/year)であったが，2006 年 3 月末をもっ

て採掘を停止した．これにより，国内鉱からのインジウム生

産はなくなり，全量を輸入亜鉛鉱の副産物からの生産に切り

替わる事となった．なお，USGS(U.S. Geological Survey)
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Fig. 1 Demand of indium in Japan (2004).

Fig. 2 Supply and demand balance of indium in Japan.
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によると，インジウムの可採埋蔵量は 2,800 tIn であり，確

認埋蔵量は 6,000 tIn であった12)．

これらの問題を受けて，独新エネルギー・産業技術総合開

発機構(New Energy and Industrial Technology Development

Organization: NEDO)は，インジウムの資源需給量の将来予

測を実施13)している．報告書によると，シナリオ分析の結

果，可採埋蔵量(2,800 tIn)ベースでは 2011 年～2013 年

に，確認埋蔵量(6,000 tIn)ベースでは，2019 年にインジウ

ム資源の枯渇の恐れがある事が示されている．

本研究では，インジウム需要の 86.9を占める透明電極

用 ITO に利用されるインジウムの SFA の実施により，イン

ジウムの効率的な物質循環システムの構築のための課題抽出

を目的とする．本研究では，物質・材料フローデータ整備の

一環として，インジウムフローデータの作成，および，

FPD(Flat panel display)製造に関わるインジウム拡散量の

推計，および，その環境影響の評価を実施した．

2. インジウム需給に関する既存データの検証

ここでは，インジウムの需給データ，および，既存の

マテリアルフローデータを検証することにより，それらの課

題抽出を行う．日本におけるインジウムの需給量については

工業レアメタル14)から，インジウムの国別輸入量について

は JOGMEC の報告書15)から得られる．また，日本における

インジウムのマテリアルフローに関しては，同じく JOG-

MEC の報告書16)から得られる．

Fig. 1 に，日本におけるインジウムの部門別需要量を示し

た．2004 年において，国内におけるインジウム需要の

86.9が，透明電極用 ITO 向けであった．ITO 膜は，LCD

(Liquid crystal display )TV および PDP (Plasma display

panel)TV などの FPD 製品に利用されている．

Fig. 2 に，日本のインジウム需給の変移と輸入インジウム

資源率(＝インジウム輸入量/インジウム供給量)の変移を示

した．Fig. 2 において，輸入鉱石(亜鉛鉱石，鉛鉱石，錫鉱

石)から生産されるインジウムは，国内インジウム生産量に

計上されている．近年，上記の FPD 製品の普及により，日

本におけるインジウム需給量の急速な増加が見られる．これ

に伴い，中国からのインジウム輸入量が増加しており，

2004 年には輸入インジウム資源の約 7 割が中国からの輸入

であった．また，2006 年の豊羽鉱山の閉山に伴い，国内生

産量の大幅減少が予想される．このことより，リサイクルの

促進などによる国内インジウム資源の確保が課題であると考

えられる．なお，Fig. 2 において，需要と供給の差が増加し

ている．これは，ターゲット材メーカーにおける在庫の増加

を示しているものと思われる．

Fig. 3 に JOGMEC の報告書16)を参考に作成したインジウ

ムのマテリアルフロー図を示した．JOGMEC では，インジ

ウムの在庫変化量(Dstock)を，需要量と供給量の差より求

め示している．JOGMEC のマテリアルフロー図より，イン

ジウム資源の供給量および部門別需要量が得られる．しかし
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Fig. 3 Indium flow chart in Japan by JOGMEC (2004)‚

Table 1 Remarks for estimation of indium flow chart.

Remarks

[1] Indium in target material Ref. 14)

[2] Recycled material Ref. 14)

[3] Reminder material ``[1] Indium in target material''×70
（)/100

[4] Loss in sputtering process ``[1] Indium in target material''×20
（)/100

[5] Loss in etching process ``[1] Indium in target material''×5
（)/100

[6] Loss in assembling process ``[1] Indium in target material''×2
（)/100

[7] Display panel ``[1] Indium in target material''×3
（)/100

[8] Loss in recycling process ``[3] Reminder material''̀̀[2] Recy-
cled material''
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ながら，このフロー図の最大の問題点は，リサイクルの課題

を明確にするために必要不可欠であるスクラップフロー，

最終製品中のインジウム量が不明な点である．

3. 日本におけるインジウムのサブスタンスフロー分

析インジウムフローの推計

ITO 膜用のインジウムは，スパッタ工程を経て ITO 膜と

して，各種製品に利用されている．スパッタ工程における歩

留りについては，西田17)の報告より得られる．文献を参考

に，インジウムフローの推計を行った．Table 1 にインジウ

ムフローの推計根拠を示した．また，Fig. 4 にインジウムの

マテリアルフローを示した．なお，図中には，JOGMEC の

推計と同じく，在庫変化量を需要量と供給量の差より求め示

した．

西田17)によると，スパッタ工程に投入されたインジウム

の製品化率は 3程度であり，70はターゲット残材として

回収されて金属 In に還元・再利用(収率は約 70)，残りの

20は治具・装置付着，5はフォトエッチングの工程ロス，

2が不良パネルとなる．透明電極用 ITO 向けインジウム需

要量が，470 tIn であることから，FPD 製品中に含まれる

インジウム量は，僅かに 14(±2)tIn であると得られた．し

たがって，ITO 膜製造工程に投入されたインジウムの大部

分が工程ロスとして排出されている事がわかる．このことか

ら，現在，再生地金として，リサイクルされているインジウ

ムは，品位の高い工程ロスからの回収であると推測できる．

なお，本研究における推計値は，有効数字(JIS K 0211)に

基づき最終桁に誤差を含んでいる．なお，以下の文章におい

ては，誤差の表記は割愛して，中央値のみを示した．

3.1 インジウム拡散量の推計

現在，白金族金属などの一部の金属を除き，使用済み製品

に含まれている大部分のレアメタルは回収されていない．こ

れらの金属は，廃棄物処理およびリサイクル工程において拡

散もしくは希釈されているのが現状である18)．典型的な元

素が，モリブデン19)やニオブ等の鉄鋼用合金成分である．

ここでは，インジウムスクラップの未回収による資源拡散量

の推計を行うと共に，それによる環境影響を評価する．

推計により，加工工程で発生するインジウムスクラップの

うち 206 tIn(スパッタリング工程ロス94 tIn，エッチン

グ工程ロス23 tIn，組立工程ロス9 tIn，再資源化工程

ロス80 tIn)が，有効利用されていない事が明らかとなっ

た．また，現状では，使用済み製品となった FPD 中のイン

ジウムも一部分を除いては，再資源化されていない．これに

より，2004 年に透明電極用 ITO 向けに投入された 470 tIn

のインジウムのうちで 220 tIn のインジウムが拡散(もしく

は潜在的拡散)している事が明らかとなった．

さらに，これらインジウムの資源拡散による環境影響を評

価した．評価項目としては，エネルギー消費量，CO2 排出

量，そして，関与物質総量(TMRTotal Materials Re-

quirement)を取り上げた．TMR は，経済活動に伴う物質投

入量(直接投入量と間接投入量)，および，隠れたフローを含

めた指標である．ここで，前者は，経済フローとも呼ばれ，

さまざまな経済統計資料などで入手可能な量である．一方，
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Fig. 4 Estimated Indium flow chart in Japan (2004).

Table 2 Estimated amount of scattered indium.
(a) Amount of scattered indium

Dispated indium units

indium scrap from sputtering 94 tIn

indium scrap from etching 23 tIn

indium scrap from assembling 9 tIn

indium scrap from recycling 80 tIn

Potensially dispated indium units

indium in FPDs 14 tIn

Total 220 tIn

(b) Environmental impacts of indiumscatter

Environmental impacts of scatter units

Energy consumption 11.4 TJ/tIn

CO2 emission 0.5 103 t/tIn

TMR 1.0 106 t/tIn
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後者は，経済行為に伴う物質以外にその行為に伴って起こる

物質の移動量であり，採掘時の土砂等を含める．金属インジ

ウム 1 t あたり製造に必要となるエネルギー消費量(51.5 GJ/

tIn)および CO2 排出量(2.3 tCO2/tIn)は，NIMS の報告

書20)を，TMR(4.5×103 tTMR/tIn)は原田の論文21)を参

考にした．

Table 2 に FPD に関わるインジウムの拡散量と拡散に伴

う環境影響を示した．解析の結果，220 tIn のインジウムの

拡散は，エネルギー消費量で 11.4 TJ の損失相当，CO2 排出

量で 0.5×103 tCO2 の損失相当，そして，TMR で 1.0×106

tTMR の損失相当であると得られた．

4. 考 察

本研究では，用途別インジウム需要量および製造歩留りを

考慮したトップダウン型手法に基づいて，FPD 製品群中の

インジウム量を推計すると共に，インジウムフローを作成し

た．ここでは，その推計結果の妥当性を検証するべく，製品

の生産台数および ITO 膜の製品組成を考慮した積み上げ型

手法により，FPD 製品中のインジウム量の推計を行う．

FPD 製品中のインジウム量の推計として，携帯電話の

ディスプレイ中のインジウム量の推計を行った．携帯電話

は，インジウムをはじめ金，銀，銅などの資源として有用な

物質を含む一方で，新旧機種の世代交代が速いペースでなさ

れており，それら物質の拡散の懸念から携帯電話リサイクル

システムは注目されている18)．また，の推計結果を利用

して，電気電子機器(テレビ，パソコン，カーナビ)の

FPD 中のインジウム量の推計を行った．

4.1 携帯電話ディスプレイに含まれるインジウム量の推計

ITO 膜は，LCD パネル中の透明電極として使用されてお

り，典型的な携帯電話の LCD のサイズは，1.3～2.9 イン

チ22)である．本研究では，分析対象として，2.5 インチの

LCD を有する 2005 年製の携帯電話を取り上げた．LCD の

場合は，透明電極用 ITO 膜は 2 枚からなっている．分析対

象である LCD パネル(Size: 60.6 mm×40.8 mm)の対向電極

における 2 枚の ITO 膜の断面を電子顕微鏡にて解析して膜

厚を測定した．解析の結果，ITO 膜の厚さは，150 nm と

265 nm で，合計 415 nm であった．これらのデータを用い

て，本研究では，以下の式を用いて LCD パネル中のインジ

ウム量を推計した．

MIn
ITO＝VITO×a1×a2

ここで，MIn
ITO は携帯電話 1 台あたりの ITO 膜中のインジウ

ム量を，は携帯電話 1 台あたりの ITO 膜の体積を，

a1(＝6.46 g/cm3)は ITO 膜単位体積あたりの In2O3 の割合

を，a2 は In2O3 中のインジウムの割合を示す．なお，ヒア

リング調査の結果，ITO 膜の組成は，In2O390 mass，
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Fig. 5 Estimated result of indium in FPDs (2004).
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SnO210 massと仮定した．

推計の結果，携帯電話 1 台あたりのインジウム量は，5.5

×10－3 gIn と得られた．同様にして，1.3 インチパネルお

よび 2.9 インチパネルの場合も求めた．推計の際，ITO 膜

の厚さは，同じく 415 nm とした．その結果，1.3 インチパ

ネル(下位値)および 2.9 インチパネル(上位値)のインジウム

含有量は，それぞれ，1.2×10－3 gIn および 6.9×10－3 gIn

であることが明らかとなった．

経済産業省(METI: Ministry of Economy, Trade and In-

dustry)の機械統計23)によると，2004 年の携帯電話の生産台

数(PHS を含む)は，50,522×103 台であった．したがって，

2004 年度における携帯電話(PHS を含む)ITO 膜中のインジ

ウム量は，0.3 tIn であると得られた．(下位推計値0.1 t

In，上位推計値0.4 tIn)

4.2 他の FPD 製品に含まれるインジウム量の推計

上記の分析により得られた ITO 膜中のインジウム量の結

果を利用して，◯TV(LCD と PDP)，◯PC 用 FPD，◯

カーナビゲーションシステム用 FPD に含まれるインジウム

量を概算した．推計に際して，電子機器製品の生産台数につ

いては，経済産業省の機械統計23)を参考にした．なお，

FPD のサイズについては，テレビ15～60 インチ24)，PC

用 LCD モニタ10～25 インチ24)，カーナビゲーション

(CarNavi)用 LCD モニタ4～10 インチと仮定した．な

お，推計に際して，TV は 32 インチ，デスクトップ型 PC

用 FPD は 20 インチ，ノート型 PC 用 FPD は 15 インチ，

CarNavi 用 FPD は 8 インチとした．また，ITO 膜の膜厚

は，各 FPD において，携帯電話と同じく，415 nm と仮定

した．

2004 年における TV(LCD と PDP)の生産台数は，3.0×

106 台であった．一方，32 インチ FPD 中のインジウムの体

積は，約 0.1 cm3 であることから，0.8 gIn/台(下位推計

値0.2 gIn，上位推計値2.7 gIn)である．したがって，

TV に含まれるインジウム量は，2.3 tIn(下位推計値0.5

gIn，上位推計値8.2 gIn)であると得られた．同様にし

て，PC 用 FPD および CarNavi 用 FPD に含まれるインジウ

ム量を概算した．Fig. 5 は，FPD に含まれるインジウム量

の推計結果である．概算の結果，PC 用 FPD に含まれるイ

ンジウム量は 1.5 tIn, CarNavi 用 FPD に含まれるインジウ

ム量は 0.3 tIn であると得られた．推計の結果，電気電子機

器(テレビ，パソコン，カーナビ)の FPD 中に含まれるイン

ジウム量の合計値は，4.3 tIn(下位推計値1.2 tIn，上位

推計値12.4 tIn)であると得られた．この結果より，上記

の電気電子機器を除いた他の製品には，10 tIn(下位推計

値2 tIn，上位推計値13 tIn)程度のインジウムが含ま

れている事が予想される．これらの製品としては，パチンコ

台，デジタルビデオ・カメラ製品等の FPD が挙げられる．

本研究では，積み上げ型推計手法により，トップダウン型

推計値の検証を行った．その結果，両者において近い値が得

られた．今後，FPD のサイズや FPD 別の含有インジウム量

などの詳細な情報により，さらに精度の高い分析が可能とな

ると思われる．

5. 結 言

本研究では，インジウム需要の 86.9を占める透明電極

用 ITO に利用されるインジウムのマテリアルフローを明ら

かにした．以下に本研究の主な結論を示した．

 日本において，ITO 膜用途に利用されている 470 t

In のインジウムのうちで，220 tIn が拡散もしくは潜在的

に拡散している事が明らかとなった．220 tIn のインジウム

の拡散は，エネルギー消費量で 11.4TJ の損失相当，CO2 排

出量で 0.5×103 tCO2 の損失相当，そして，TMR で 1.0×

106tTMR の損失相当であると得られた．

 FPD に含まれるインジウム量は，僅かに 14 tIn であ

ると得られた．これは，ITO 膜用途のインジウムの約 3で

ある．FPD 中のインジウムの内訳は，以下であると得られ

た．TV(2.3 tIn), PC(1.5 tIn)，携帯電話(0.3 tIn), and

カーナビゲーションシステム(0.3 tIn).
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